
議案第１０号 

令和２年度弘前市病院事業会計補正予算（第４号） 

（総 則） 

第１条 令和２年度弘前市病院事業会計の補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 令和２年度弘前市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量を、次のとおり補正する。 

（ 項 目 ）        （既決予定量）       （補正予定量）      （  計  ） 

（２） 年間患者数 

入院            ２９，２００人       △５，４７５人       ２３，７２５人 

外来            ５５，８９０人       △７，２９０人       ４８，６００人 

（３） １日平均患者数 

入院                ８０人          △１５人           ６５人 

外来               ２３０人          △３０人          ２００人 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。 

収        入       

（ 科 目 ）        （既決予定額）       （補正予定額）      （  計  ） 

第１款 病 院 事 業 収 益   ２，５９２，４３４千円     ８９８，１０１千円   ３，４９０，５３５千円 

第１項 医 業 収 益  ２，０６５，８０５千円    △２２３，６７５千円    １，８４２，１３０千円 

第２項 医 業 外 収 益    ４５７，３７９千円   １，１２１，７７６千円   １，５７９，１５５千円 

支        出     

（ 科 目 ）        （既決予定額）       （補正予定額）      （  計  ）   

第１款 病 院 事 業 費 用   ３，３３３，６０８千円      △２５，９０１千円   ３，３０７，７０７千円 

第１項 医 業 費 用  ３，２０１，１８２千円     △３０，９９６千円    ３，１７０，１８６千円 

第２項 医 業 外 費 用     ６１，７２６千円        ５，０９５千円      ６６，８２１千円 
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（他会計からの補助金） 

第４条 予算第９条に定めた一般会計からこの会計へ補助を受ける金額に、次の一号を加える。 

（２）弘前市医療従事者宿泊支援事業費補助金            ２，５８６千円 

  令和３年２月１９日提出 

                                            青森県弘前市長  櫻 田   宏 
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病 院 事 業 収 益 2,592,434 898,101 3,490,535

令和２年度弘前市病院事業会計補正予算（第４号）実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目
既決予定額

　　　(千円)
補正予定額

　　　(千円)
計

　　　(千円)

医 業 収 益 2,065,805 △ 223,675 1,842,130

入 院 収 益 1,061,999 △ 174,863 887,136

備       考

医 業 外 収 益 457,379 1,121,776 

入院収益減額

外 来 収 益 794,141 △ 45,421 748,720 外来収益減額

医療相談収益、受託検査収益、そ

の他医業収益減額、救急医療に係

1,579,155

他 会 計 補 助 金 4,667 2,586 7,253 弘前市医療従事者宿泊支援事業費

そ の 他 医 業 収 益 209,665 △ 3,391 206,274 室料差額収益、公衆衛生活動収益、

補助金

負 担 金 交 付 金 332,086 1,005,977 1,338,063 不採算部門運営費一般会計繰入金

補 助 金 102,033 116,106 218,139 青森県新型コロナウイルス感染症

入院患者病床確保事業費補助金追

追加、資金不足補てんに係る一般

会計繰入金

そ の 他 医 業 外 収 益 14,797 △ 2,893 11,904 実習生指導料減額

加、インフルエンザ流行期におけ

る新型コロナウイルス感染症疑い

患者を受け入れる救急･周産期･小

児医療機関体制確保事業補助金、

インフルエンザ流行期における発

熱外来診療体制確保支援補助金
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支　　　出

款 項 目
既決予定額

　　　(千円)
補正予定額

　　　(千円)
計

　　　(千円)
備       考

修繕料、委託料、雑費減額

研 究 研 修 費 84,006 △ 9,686 74,320 謝金、旅費減額

医 業 費 用 3,201,182 △ 30,996 3,170,186

病 院 事 業 費 用 3,333,608 △ 25,901 3,307,707

医 業 外 費 用 61,726 5,095 66,821

経 費 697,528 △ 21,310 676,218

消費税及び地方消費税 3,383 △ 2,272 1,111 消費税及び地方消費税減額

雑 損 失 32,903 7,367 40,270 雑損失追加
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（単位 円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　当年度純利益（△は純損失）

　　　　減価償却費

　　　　固定資産除却損

　　　　繰延資産償却費

　　　　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　　　　賞与引当金の増減額（△は減少）

　　　　法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　　　　長期前受金戻入額

　　　　受取利息及び受取配当金

　　　　支払利息

　　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　　その他流動資産の増減額（△は増加）

　　　　その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　　小計

　　　　利息及び配当金の受取額

　　　　利息の支払額

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　有形固定資産の取得による支出

　　　　繰延資産の取得による支出

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 3,795,000

令和２年度弘前市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

181,485,000

156,207,000

4,800,000

7,803,000

21,641,000

△ 10,203,019

△ 1,843,921

1,500,000

△ 1,000

17,637,000

37,492,466

2,594,178

△ 772,254

△ 37,182

414,507,268

1,000

△ 17,637,000

396,871,268

△ 63,636,000

△ 6,185,000

△ 69,821,000
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３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　一時借入金の返済による支出

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　　リース債務の返済による支出

　　　　他会計からの出資による収入

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増加額（又は減少額）

　　資金期首残高

　　資金期末残高

189,466,257

500,000

189,966,257

△ 137,584,011

△ 207,585,670

△ 84,566,177

△ 83,629,164

238,197,000
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1

(1)

イ 土 地 472,534,938

ロ 建 物 3,684,193,748

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,613,704,457 1,070,489,291

ハ 構 築 物 37,574,600

減 価 償 却 累 計 額 △ 34,081,835 3,492,765

ニ 器 械 備 品 1,201,816,560

減 価 償 却 累 計 額 △ 991,829,446 209,987,114

ホ リ ー ス 資 産 821,014,620

減 価 償 却 累 計 額 △ 739,126,750 81,887,870

有 形 固 定 資 産 合 計 1,838,391,978

(2)

イ 電 話 加 入 権 1,107,509

無 形 固 定 資 産 合 計 1,107,509

(3)

イ 長 期 前 払 消 費 税 18,115,770

投資その他の資産合計 18,115,770

固 定 資 産 合 計 1,857,615,257

2

(1) 189,966,257

(2) 317,241,586

△ 11,850,311 305,391,275

(3) 23,269,575

貸 倒 引 当 金

令和２年度弘前市病院事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

（単位 円）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貯 蔵 品
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(4) 686,000

流 動 資 産 合 計 519,313,107

資 産 合 計 2,376,928,364

3

(1)

イ

945,828,816

企 業 債 合 計 945,828,816

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 609,866,784

引 当 金 合 計 609,866,784

固 定 負 債 合 計 1,555,695,600

4

(1)

イ

85,900,693

企 業 債 合 計 85,900,693

(2) 80,141,922

(3) 177,329,549

(4) 401,000

(5)

イ 賞 与 引 当 金 77,933,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 14,857,000

引 当 金 合 計 92,790,000

(6) 10,331,961

流 動 負 債 合 計 446,895,125

前 払 費 用

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

リ ー ス 債 務

未 払 金

前 受 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債
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5

(1) 186,602,363

(2) △ 63,569,790

繰 延 収 益 合 計 123,032,573

負 債 合 計 2,125,623,298

6 3,601,957,375

7

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 2,274,020

ロ 補 助 金 79,103,163

資 本 剰 余 金 合 計 81,377,183

(2)

イ 当年度未処理欠損金 3,432,029,492

欠 損 金 合 計 3,432,029,492

剰 余 金 合 計 △ 3,350,652,309

資 本 合 計 251,305,066

負 債 資 本 合 計 2,376,928,364

資 本 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

資　　　本　　　の　　　部

剰 余 金

資 本 剰 余 金

欠 損 金
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会計に関する書類における注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法によっている。

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　８年～５０年

　　　　　構築物　　　  １０年～４０年

　　　　　機械備品　　　　４年～１５年

　　(2) リース資産

        ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　３　引当金の計上基準

　　(1) 退職給付引当金　　

        職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。

　  (2) 賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

　　　属する分（１２月から３月までの４か月分）を計上している。　　　　　

　  (3) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等により、回収不能見込額を計上している。

　４　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等については、当年度の費用として処理している。

　　　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、５年間で均等償却を行っている。
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Ⅱ　予定貸借対照表関連

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　令和２年度末貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものを含む）のうち、

　　一般会計が負担すると見込まれる額は１，０３１，７２９，５０９円である。

　２　みなし償却制度廃止に伴う経過措置

　　　平成２６年３月３１日以前にみなし償却規定を適用して減価償却を行っていた償却資産については、みなし償却規定を適用しなかったとし

　　たならば行っていた減価償却累計額から、既に行った減価償却累計額を控除して得た額を平成２６年４月１日において帳簿価格から減額し、

　　同額を資本剰余金から減額している。

Ⅲ　リース契約により取得する固定資産

　１　リース取引の処理方法

　　　リース料総額が３００万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　リース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　１年内　　１，４１３，７２０円

　　　１年超　　　　　　　      ０円

　　　　計　　　１，４１３，７２０円

Ⅳ　その他

　　　令和２年度において、退職手当として７０，７６９，０００円を支給するため、退職給付引当金６８，８８２，０００円を取り崩す予定で

　　ある。
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